
■豊橋支部第 36回定時総会

日時 ： 平成 28年 4月 22日(火) 15：00～17：30 

場所 ： 三井住友海上保険株式会社 豊橋支社 ４階 テラス会議室 

古林支部長あいさつ、来賓の日本代協林教育委員長あいさつの後、愛知県代協支部規則第１１条３項に基づ

き支部長が議長となり、議事に入りました。 

第１号議案 平成２７年度事業報告（案）承認の件 

第２号議案 平成２７年度収支決算報告（案）承認の件 

第３号議案 平成２８年度事業計画（案）承認の件 

第４号議案 平成２８年度予算（案）承認の件 

第５号議案 任期満了に伴う役員改選（案）承認の件 

各議案について、支部長・各委員から報告、説明があり、すべての議案が拍手で原案通り承認、可決されまし

た。新しい支部長のもと平成２８年度もがんばっていきたいと思います。 
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日時：平成 28 年 4 月 22 日(金) 15:00～ 17:30 


会場：三井住友海上火災保険株式会社 豊橋支社 


             ４階 テラス会議室 


 


一般社団法人  愛知県損害保険代理業協会 豊橋支部   


第 36 回 定 時 総 会 







 


 


 


― 倫 理 綱 領 ― 


 


 


損害保険代理業は、損害保険業の発展を通じ、社会の安全を守り、福祉の向上に貢


献する公益性の高い職業である。 


一般社団法人日本損害保険代理業協会の正会員に加盟する全ての損害保険代理店並


びにその募集人は、社会が損害保険代理業に課する使命、責任、義務に深い自覚を


持ち、社会の信頼にこたえ、その繁栄に資するため、常に研鑽につとめる。 


よって、ここに倫理綱領を定め、その遵守と実践を宣言する。 


 


 


1．われわれ損害保険代理業協会は、 損害保険ならびに代理店制度が社会の安定と


福祉の向上を図るため、最善の制度であることを確認し、損害保険の普及につ


とめるとともに、尊い職責を完全に果たし、消費者の信頼を高めるよう努力す


る。 


 


2．われわれ損害保険代理業協会は、直接消費者に接するものとして、常に知性、


知識の研磨につとめ、資質を向上させ、消費者の需要に対応し、損害保険代理


業者としての機能を高度に発揮することを誓う。 


 


3．われわれ損害保険代理業協会は、名誉を重んじ、秩序を守り、公正な募集活動


を推進し、同業者相互間においては、常に友好的関係を保持し、損害保険代理


業の地位の向上につとめる。 


 


4．われわれ損害保険代理業協会は、損害保険会社及びその団体と友誼的関係を維


持するとともに。英知を集結し、損害保険業の発展に寄与する。 


 


5．われわれ損害保険代理業協会は、損害保険業に対する公共の信頼を維持し、業


務の適切性および健全性を確保するため、社会の秩序や安全に脅威を与える反


社会勢力との関係遮断に向けて断固たる対応を行う。 


 


一般社団法人 日本損害保険代理業協会 


一般社団法人 愛知県損害保険代理業協会 


  







第 3６回 定時総会 次第 


 


(敬称略 ) 


 


【 セミナー 】 16:00～17:20 


演題：『認知症サポーター講座』 


講師：地域包括支援センターコープ豊橋中央 社会福祉士 稲野辺 典子 氏   


主任介護支援専門員 牧野 敦子 氏 


  


  


 


司 会 


 


大谷 章夫 


 


1． 開会の辞 


 


副支部長 下山 暢子 


2． 支部長あいさつ 


 


支部長 古林 靖規 


3． 来賓あいさつ 


 


日本損害保険代理業協会 教育委員長 


 


 林 雅弘 


 


4． 議 事   


 第 1 号議案 平成 2７年度事業報告(案) 承認の件 


支部活動報告・理事会報告 


組織委員会報告 


教育委員会報告 


企画環境委員会報告 


ＣＳＲ委員会報告 地球環境 


社会貢献 


広報委員会報告 


財務委員会報告 


 


 


支部長 


組織委員 


教育委員 


企画環境委員 


ＣＳＲ委員 


ＣＳＲ委員 


広報委員 


財務委員 


 


古林 靖規


村上 眞啓 


市川みさを 


日浦 昭人 


橋本 雅史 


大谷 章夫 


坂部 仁 


下山 暢子 


 第 2 号議案 平成 2７年度収支決算報告(案) 承認の件 


会計監査報告 


 


会 計 


会計監査 


下山 暢子 


山本 克之 


 


 第 3 号議案 平成 2８年度事業計画(案) 承認の件 


 


支部長 古林 靖規 


 第 4 号議案 平成 2８年度予算(案) 承認の件 


 


支部長 古林 靖規 


 


 


第５号議案 任期満了に伴う役員改選（案）承認の件 支部長 古林 靖規 


5． 閉会の辞 組織委員 村上 眞啓 







【第 1 号議案】 平成 27 年度 事業報告 (案) 


 


≪支部活動≫ 


開催日時・会場 行 事 内 容 


平成 27 年 4 月 21 日(水)14:00～16:30 


三井住友海上火災(株)豊橋支社 
第 35 回 定時総会 


平成 26 年度事業報告・決算報告 平成 27 年度事業計画案・予算案 


セミナー：『ハザードマップと防災・減災』(講師：中村 寿臣 氏) 


5 月 29 日(金)16:00～17:30 


三井住友海上火災(株)豊橋支社 
第 1 回 役員会 


委員会報告 会員増強・代理店賠責への取組 


平成 27 年度の行事計画 第 1 回支部例会 等について 


6 月 22 日(木)13:30～15:30 


三井住友海上火災(株)豊橋支社 


(有)ビーネット 


第 1 回 支部例会 
委員会報告  説明会：『代理店システム「保険ＶＯＳ」について』 


 (ソシオ・ダイバシティ 奈良 光一 氏) 


7 月 24 日(金)16:00～17:30 


三井住友海上火災(株)豊橋支社 


 


第 2 回 役員会 
委員会報告 ７０周年記念事業の取り組み 


第 2 回支部例会・納涼会 等について 


8 月 28 日(金)16:00～20:00 


三井住友海上火災(株)豊橋支社 


第 2 回 支部例会 


(例会後、納涼会) 


委員会報告  


セミナー：『悪質商法にだまされないで』(微笑亭 さん太 氏) 


9 月 18 日(金)16:00～17:30 


三井住友海上火災(株)豊橋支社 
第 3 回 役員会 


委員会報告 ７０周年記念事業の取り組み 


豊橋・豊川２支部合同セミナー 第３回支部例会 について 


10 月 14 日(水)15:00～19:15 


豊川商工会議所 


豊橋・豊川 2 支部 


合同セミナー 


セミナー：『聞いて！良かった防災セミナー』 


講師：豊川市消防本部 伊藤 正人 氏 


11 月 20 日(金)16:00～17:30 


三井住友海上火災(株)豊橋支社 
第 4 回 役員会 


委員会報告 会員増強 次期役員体制 県役員候補 


第 3 回支部例会・忘年会 等について 


12 月 03 日(金)16:00～20:00 


三井住友海上火災(株)豊橋支社 


第 3 回 支部例会 


(例会後、忘年会) 


委員会報告 10 月 23 日代理店賠責セミナーのご報告 


セミナー：『保険代理店の賠償責任について』(小林 大悟 弁護士) 


労士) 
平成 27 年 1 月 22 日(金)16:00～17:30 


三井住友海上火災(株)豊橋支社 
第 5 回 役員会 


委員会報告 会員増強・損害保険大学課程への取組 


第 4 回支部例会 次期役員体制 等について 


2 月 19 日(金)14:00～16:20 


三井住友海上火災(株)豊橋支社 
第 4 回 支部例会 


委員会報告 『募集環境問題対応ハンドブック説明会』 


ミニセミナー （小林 大悟 弁護士） 


3 月 11 日(金)11:20～12:20 


豊橋中央高等学校 
出前授業 １・２年生約５００名対象 


3 月 18 日(金)16:00～17:30 


三井住友海上火災(株)豊橋支社 
第 6 回 役員会 


委員会報告 平成 27 年度事業の総括 


平成 28 年度事業計画 第 36 回定時総会 等について 







【第 1 号議案】 平成 27 年度 事業報告 (案) 


 


≪理事会・委員会開催状況≫ 


 理事会 組織委員会 教育委員会 企画環境委員会 ＣＳＲ委員会 広報委員会 財務委員会 


第1回 
平成 27 年 4 月 24 日 


名古屋東京海上日動ビルディング 


 


平成 27 年 4 月 28 日 


愛知県代協事務局 


平成 27 年 4 月 10 日 


愛知県代協事務局 


平成 27 年 6 月 26 日 


愛知県代協事務局 


平成 27 年 6 月 19 日 


愛知県代協事務局 


平成 27 年 5 月 22 日 


愛知県代協事務局 


平成 27 年 7 月 9 日 


愛知県代協事務局 


第2回 
7 月 21 日 


名古屋東京海上日動ビルディング 


 


7 月 23 日 


愛知県代協事務局 


8 月 25 日 


愛知県代協事務局 


8 月 26 日 


愛知県代協事務局 


8 月 24 日 


愛知県代協事務局 


7 月 30 日 


愛知県代協事務局 


平成 28 年 2 月 8 日 


愛知県代協事務局 


第3回 
9 月 9 日 


名古屋東京海上日動ビルディング 


 


10 月 22 日 


愛知県代協事務局 


10 月 20 日 


愛知県代協事務局 


11 月 25 日 


愛知県代協事務局 


平成 28 年 2 月 18 日 


愛知県代協事務局 


11 月 6 日 


愛知県代協事務局 
 


第4回 
12 月 8 日 


名古屋東京海上日動ビルディング 


 


平成 28 年 2 月 9 日 


愛知県代協事務局 


12 月 9 日 


愛知県代協事務局 


平成 28 年 3 月 24 日 


愛知県代協事務局 
 


平成 28 年 1 月 22 日 


愛知県代協事務局 
 


第5回 
平成 28 年 2 月 15 日 


名古屋東京海上日動ビルディング 


 


 
平成 28 年 2 月 4 日 


愛知県代協事務局 
    


第6回 
3 月 30 日 


名古屋東京海上日動ビルディング 


 


 
3 月 16 日 


愛知県代協事務局 
    


臨時 
平成 27 年 9 月 30 日 


ウインクあいち 


 


   
平成 27年 10月 15 日 


愛知県代協事務局 
  


≪愛知県代協関係行事≫ 


平成 27 年 5 月 25 日 


名古屋東京海上日動ビルディング 


 


愛知県代協 第 7 回通常総会 
講演：『改正保険業法の全体像・・・これから始まる新たな保険募集』 


講師：日本代協アドバイザー 栗山 泰史 氏 


 10 月 6 日 


ホテルヒルトン名古屋 
愛知県代協創立７０周年記念事業 


式典   記念セミナー 「現役クラウン（道化師）から学ぶ感動サービス」 


懇親会 


平成 28 年 1 月 18 日 


キャッスルプラザホテル 


新入会員オリエンテーション 


愛知県代協セミナー 


賀詞交歓会 


オリエンテーション豊橋支部参加者 ３名 


セミナー：第１部『新しい保険募集のあり方』 日本代協会長 岡部繁樹 氏 


    ：第２部『代理店の組織づくりと、今すべき事』 ＡＬＬ保険プラザ社長 長潟雄基 氏 







【第 2 号議案】 平成 27 年度収支決算報告（案） 


 


 


 







【第 3 号議案】 平成 28 年度 事業計画 (案) 


 


1． 総会の開催 (4 月) 


 


2． 例会の定期開催 (偶数月) 


 


3． 役員会の定期開催 (奇数月) 


 


4． セミナーの開催 (豊橋・豊川 2 支部合同セミナー等) 


 


5． 親睦会の開催 (納涼会・忘年会・例会後の懇親会等) 


 


6． 支部だよりの定期発行 (奇数月) 


 


7． 会員増強 


 


8． 「代理店賠責日本代協新プラン」の加入促進 


 


9． 「全国損害保険代理業国民年金基金」の普及推進 


 


10． 損害保険大学課程受講生の募集 


 


11． 地元の高等学校・中学校への出前授業の実施 


 


12． 社会貢献活動への参加(献血運動・清掃活動等) 


 


13． 支部規約（慶弔金）の再整備 


  


上記の計画を全会員で取り組み、会員相互の交流・資質の向上・支部の活性化を図る。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 







【第 4 号議案】 平成 28 年度予算 (案) 


 


平成２８年度予算（案） 


（H28.04.01～H29.03.31） 


   


収入の部  （単位：円） 


科目 予算 備考 


前年度予備費 129,053   


支部活動費交付金 370,000   


月例会会費 100,000   


利息 30   


雑収入 80,000   


計 679,083   


   


   


支出の部  （単位：円） 


科目 予算 備考 


総会費 10,000   


月例会費  100,000   


会議費 400,000   


研修費 10,000   


交際費 20,000   


通信費 1,000   


消耗品費 2,000   


その他雑費 3,000   


予備費 133,083   


計 679,083   


 


 







【第 5 号議案】 任期満了に伴う役員改選 (案) 


平成 28・29 年度 支部役員（任期 2 年） 


支部役職名 愛知県代協役職名 氏   名 代 理 店 名 


支部長 理事 下山 暢子 ㈱ 下山保険事務所 


副支部長 理事 村上 眞啓 ㈲ マイ保険サービス 


組織委員 組織委員 鳥居 貴久 ㈲ 丸幸 


副組織委員 副組織委員 内藤 和明 ㈱ セレクト保険 


教育委員 教育委員 市川 みさを ㈱ アバンセ保険事務所 


副教育委員 副教育委員 三井 康裕 (新任) ㈱ ミツイエイジェンシー 


企画環境委員 企画環境委員 植村 忠慶 ㈱ アトム 


副企画環境委員 副企画環境委員 大谷 章夫 ㈱ ＴＡＣＴ 


ＣＳＲ委員 ＣＳＲ委員 坂部 仁 ㈲ 山本保険事務所 


副ＣＳＲ委員 副ＣＳＲ委員 橋本 雅史 豊橋ボデー ㈱ 


広報委員 広報委員 石川 勝利 (新任) ウィズ保険事務所 


副広報委員 副広報委員 戸澤 武治 ㈲ 太陽工業所 


会計 財務委員 村上 眞啓 （兼務） ㈲ マイ保険サービス 


会計監査  山本 克之 (有)蒲郡安田 







【豊橋支部 会員名簿】 59 会員  ※ 名簿の代表者名は代協担当者名で、必ずしも代理店主ではありません。 【平成 28 年 4 月 8 日現在】 


会員ＮＯ 代理店名 代表者名 郵便番号 所在地 ＴＥＬ ＦＡＸ 代 申 


14A0849 (有)保険プラザ豊橋 青山 利美 441-8151 豊橋市曙町字宮前 71-6 0532-47-2626 0532-47-2799 東海日動 


14A1042 サーラフィナンシャルサービス(株) 石川 洋 441-8028 豊橋市立花町 57 0532-34-7677 0532-34-7678 三井住友 


 
14A1970 ウイズ保険事務所 石川 勝利 441-8106 豊橋市弥生町東豊和 6-1 0532-74-5987 0532-74-5987 三井住友 


14A0404 (有)石黒保険オフィス 石黒 次郎 441-8022 豊橋市野黒町 58-1 0532-31-1589 0532-33-1496 三井住友 


14A1771 タイコウハウス(株) 市川 靖哲 441-8073 豊橋市大崎町字北出口 53 0532-25-1256 0532-25-1250 三井住友 


14A0020 (株)アバンセ保険事務所 市川 みさを 441-8019 豊橋市花田町字荒木 43 0532-39-8723 0532-39-8724 あいおいニッセイ同和 


14A1409 アンシャーリー 伊藤 晶子 441-8106 豊橋市弥生町字中原 83-1 ライオンズマンション南栄 305 0532-48-2643 0532-46-7118 朝日 


14A1437 (株)イワセ自動車工業所 岩瀬 圭一 443-0046 蒲郡市竹谷町前浜 12-1 0533-69-6151 0533-69-6152 損保ジャパン日本興亜 


14A1797 (株)アトム 植村 忠慶 441-8011 豊橋市菰口町 2-50-2 0532-34-7477 0532-34-7488 損保ジャパン日本興亜 


14A0463 (株)大岩保険事務所 大岩 久男 442-0845 豊川市為当町椎木 276 0533-76-2211 0533-76-2300 東海日動 


14A1595 (株)ＡＬＬ 大岡 慶一 440-0833 豊橋市飯村町西山 25-125 0532-65-9211 0532-65-9212 三井住友 


14A1588 (有)ピー・アール・オー保険事務所 大河 暢 441-8082 豊橋市往完町字郷社東 85-1 0532-33-2078 0532-33-2149 三井住友 


14A1859 (株)ＴＡＣＴ 大谷 章夫 441-1202 豊川市上長山町藤八 29 0533-93-7625 0533-93-1428 東海日動 


14A1772 mi-Life(株) 岡田 大作 440-0038 豊橋市平川本町 3-6-33  0532-63-3110 0532-63-3111 三井住友 


14A1568 (株)フレイズ 荻野 隆英 440-0091 豊橋市下五井町茶屋前 24 0532-51-0182 0532-51-0183 損保ジャパン日本興亜 


14A1513 (有)奥田総合保険事務所 奥田 健 442-0877 豊川市下野川町 2-21-3 0533-80-5202 0533-80-5203 三井住友 


14A1088 シービー企画 小野田 義則 442-0883 豊川市高見町 1-60 0533-85-1425 0533-85-1426 損保ジャパン日本興亜 


14A1450 (有)柴田代理店 金子 典子 443-0055 蒲郡市八百富町 10-21 0533-69-7753 0533-69-7937 三井住友 


14A1906 (株)やまさん保険事務所 壁谷 建二郎 443-0105 蒲郡市西浦町北稲生 11 0533-75-6183 0533-75-6184 損保ジャパン日本興亜 


14A1613 (株)豊晴サービス 北嶋 雅廣 440-0835 豊橋市飯村南 5-2-14 0532-62-0988 0532-62-0988 共栄 







14A0356 東部モーター(株) 木田 幸芳 440-0826 豊橋市大井町 45 0532-61-7185 0532-62-3436 東海日動 


14A1626 (株)城所保険企画 城所 哲也 443-0046 蒲郡市竹谷町松田 74-216 0532-38-4057 0532-45-6683 東海日動 


14A1614 くぼ保険事務所 久保 知由 440-0865 豊橋市向山台町 11-1 0532-52-8833 0532-52-8890 東海日動 


14A1862 ミカワ保険サービス(株) 河下 昌之 441-8087 豊橋市牟呂町字扇田 48 0532-39-8171 0532-39-8172 損保ジャパン日本興亜 


14A1048 (有)ベスト保険 小林 保 441-8006 豊橋市高洲町字向島 19-2 0532-31-1449 0532-31-1955 富士 


14A0552 (有)ニックス 近藤 大二郎 443-0042 蒲郡市御幸町 4-3 0533-68-7395 0533-68-7393 損保ジャパン日本興亜 


14A1993 クローバー保険事務所 斎藤 芳広 440-0013 豊橋市西小鷹野 2-1-14 0532-39-8462 0532-39-8463 三井住友 


14A1800 (有)山本保険事務所 坂部 仁 443-0104 蒲郡市形原町上音羽 27 0533-57-5603 0533-58-1241 東海日動 


14A1968 (株)S.I.C 佐原 悦男 441-3142 豊橋市大岩町字東郷内 156 0532-39-8899 0532-39-7299 富士火災 


14A1772 (株)下山保険事務所 下山 暢子 440-0046 豊橋市仲ノ町 72 0532-61-1125 0532-61-1150 東海日動 


14A0559 (有)スイトウ保険事務所 水藤 吉雄 443-0022 蒲郡市三谷北通 6-132 0533-69-4358 0533-69-7557 損保ジャパン日本興亜 


14A1988 三吉自工（株） 鈴木 則吉 440-0091 豊橋市下五井町茶屋前 40-2 0532-54-4232 0532-54-4234 東海日動 


14A0486 田原損保 髙崎 巧 441-3427 田原市加治町取手 19-15 0531-22-0221 0531-23-1043 三井住友 


14A1481 (有)タカダ総合保険事務所 高田 稔 443-0037 蒲郡市鹿島町岡 11-5 0533-68-8256 0533-57-8857 損保ジャパン日本興亜 


14A1505 ナッシュ保険(株) 田中 義之 440-0053 豊橋市老松町 39 0532-62-7212 0532-63-3889 三井住友 


14A0131 (有)田辺保険サービス 田邉 憲一 440-0812 豊橋市東新町 194-1 0532-52-4400 0532-56-3282 東海日動 


14A1926 (株)ＰＩＴ 戸苅 宏之 441-8141 豊橋市草間町字平東 130 東和プラザ 2-10 0532-26-2000 0532-35-7003 あいおいニッセイ同和 


14A1459 (有)太陽工業所 戸澤 武治 440-0092 豊橋市瓜郷町前川 8-1 0532-54-1642 0532-53-2562 あいおいニッセイ同和 


14A0300 (有)丸幸 鳥居 忠幸 441-8044 豊橋市南小池町 41-1 0532-46-9621 0532-46-6361 損保ジャパン日本興亜 


14A1731 (株)セレクト保険 内藤 功 440-0851 豊橋市前田南町 1-6-9 0532-57-7611 0532-57-7612 日本興亜 


14A1375 (株)ロイヤル保険コンサルタント 中嶋 孝行 440-0838 豊橋市三ノ輪町 2-96-2 0532-64-7007 0532-64-7014 東海日動 


14A1080 蒲中 中野 香余 443-0043 蒲郡市元町 19-3 0533-69-4121 0533-69-4511 あいおいニッセイ同和 







 


 


 


 


 


 


 


14A0364 (有)永村総合保険 永村 修平 440-0804 豊橋市呉服町 28 0532-55-5856 0532-56-2919 東海日動 


14A1077 長本保険事務所 長本 康孝 441-8105 豊橋市北山町字東浦 10-82 0532-29-8572 0532-29-8572 三井住友 


14A1887 伊藤保険(株) 野寄 由美子 440-0853 豊橋市佐藤 5-1-5 0532-61-7470 0532-61-4711 損保ジャパン日本興亜 


14A1908 豊橋ボデー(株) 橋本 雅史 440-0092 豊橋市瓜郷町寄道 27 0532-55-9327 0532-55-9357 あいおいニッセイ同和 


14A0479 保険デザイン(株) 林 雅弘 440-0091 豊橋市下五井町茶屋前 24 0532-55-1136 0532-54-7411 東海日動 


14A0283 (有)東海保険サービス 彦坂 育甫 441-3604 田原市伊川津町横津 15-1 0531-33-0037 0531-33-0835 東海日動 


14A1885 彦坂保険事務所 彦坂 鉄兵 441-8148 豊橋市一色町一色上 31-11 0532-46-7138 0532-48-4812 東海日動 


14A0488 (有)アカウンティングサービス 廣田 和也 440-0873 豊橋市小畷町 189 0532-53-6277 0532-53-6280 東海日動 


14A1989 平山総合保険 平山 雅弘 441-8151 豊橋市曙町字若松 94-7 0532-45-9623 0532-74-8670 損保ジャパン日本興亜 


14A1960 (株)アップル保険サービス 古田 慎司 440-0862 豊橋市向山大池町 7-13 河合ビル２階 0532-65-1535 0532-65-1541 損保ジャパン日本興亜 


14A1931 (株)古林保険事務所 古林 靖規 440-0045 豊橋市吾妻町 165-2 0532-39-5173 0532-39-5172 日新 


14A199 (株)ネオライフプランニング 豊橋支店 森 峰一 440-0881 豊橋市広小路 2-23 0532-54-7767 0532-54-7668 三井住友 


14A1396 三河エージェンシー(株) 水野 智之 440-0091 豊橋市下五井町茶屋前 24 0532-51-0060 0532-56-3311 三井住友 


14A0014 (株)ミツイエイジェンシー 三井 治郎 441-8081 豊橋市西羽田町 120 0532-31-6435 0532-31-6118 三井住友 


14A1688 (有)マイ保険サービス 村上 眞啓 441-8087 豊橋市牟呂町字郷社西 101-3 0532-31-7891 0532-31-9245 三井住友 


14A1557 大東自機工業(株) 山口 正一 440-0083 豊橋市下地町字北村 133 0532-54-2121 0532-54-0569 三井住友 


14A1242 (有)蒲郡安田 山本 克之 443-0048 蒲郡市緑町 2-7 0533-66-3232 0533-66-3233 損保ジャパン日本興亜 







【顧問弁護士事務所】 ※弁護士相談は愛知県代協事務局を経由させてください。 


事務所名 代表弁護士 郵便番号 所在地 ＴＥＬ ＦＡＸ （推薦支部） 


寺部法律事務所 寺部 光敏 440-0888 豊橋市駅前大通 3 丁目 101-2 リバーサイドビル 3Ｆ 0532-52-0991 0532-52-0992 豊橋 


小林大悟法律事務所 小林 大悟 440-0885 豊橋市中柴町 74 番地 丸美ロイヤルマンション中柴 2Ｆ 0532-39-8864 0532-52-1588 豊川 


三輪陽介法律事務所 三輪 陽介 450-0002 名古屋市中村区名駅 2 丁目 37 番 21 号 東海ソフトビル 5Ｆ 052-533-2666 052-533-2667 尾張 


浅賀法律事務所 浅賀 哲 460-0002 名古屋市中区丸の内 2-8-11 セブン丸の内ビル 4Ｆ 052-232-7860 052-232-7861 名古屋東 


弁護士法人 名古屋北法律事務所 長谷川 一裕 462-0819 名古屋市北区平安 2 丁目１番 10 号 第 5 水光ビル 3Ｆ 052-910-7721 052-910-7727  


弁護士法人 名古屋Ｅ＆Ｊ法律事務所 籠橋 隆明 453-0015 名古屋市中村区椿町15番19号 学校法人秋田学園名駅ビル2Ｆ 052-459-1750 052-459-1751 名古屋西 


足立法律事務所 赤本 優 441-8021 豊橋市白河町61 ターミナルプラザ 801号 0532-33-4831 0532-32-4830  


弁護士法人 太田川法律事務所 田中 亮次 477-0031 東海市大田町後田212-1 太田川ビル 205号 0562-85-1707 0562-85-1706  







賛助会員一覧 


 


オートサポートあいち 


☎052-621-7615 ○F 052-624-1621 


http://as-aichi.jp/ 


大田 稔 


koei@dwc.ne.jp 


自動車修理・販売 


 


株式会社 宣通 


☎052-979-1600 ○F 052-979-1601 


http://www.sentsu.com/ 


山下 正義 


yama@sentsu.com 


広告代理業 


 


株式会社ファブリカコミュニケーションズ  


ファブリカ事業本部 


☎0568-36-9355 ○F 0568-36-8543 


http://www.fabrica-com.co.jp/ 


安藤 弘道 


fab-sales@batsu.co.jp 


自動車修理、システム開発、レンタカー 


 


株式会社東京海上日動キャリアサービス 


名古屋営業第 2部 


☎052-972-0600 ○F 052-972-0601 


http://www.tcshaken.co.jp/ 


河端 真美 


mami-kawabata@tcshaken.co.jp 


人材派遣・人材紹介 


 


有限会社岐垣創建 


☎0584-87-2633 ○F 0584-87-2635 


http://www.giensouken.jp/ 


佐藤 有巨 


giensouken@vega.ocn.ne.jp 


復旧工事 


 


有限会社ロードサービス豊橋 


☎0532-54-9299 ○F 0532-54-9266 


http://www.rs-toyohashi.com/ 


大場 篤 


a.ohba@sweet.ocn.ne.jp 


ロードサービス 


 


株式会社トヨタレンタリース愛知 


レンタル営業推進部 


☎052-883-2116 ○F 052-889-1489 


http://www.trl-aichi.co.jp/ 


山崎 剛 


t-yamazaki@mail.trl-aichi.jp 


レンタカー・カーリース 


 


株式会社タケヒロレッカー 


☎0586-77-7089 ○F 0586-76-9935 


http://www.takehiro24.com/ 


後藤 眞伯 


rescue@takehiro24.com 


ロードサービス 


 


株式会社川口硝子店 


☎052-671-8872 ○F 052-671-5868 


http://www.autoglass-kawaguchi.co.jp/ 


森野 正裕 


info@autoglass-kawaguchi.co.jp 


自動車ガラス交換修理、スモークフィルム、 


ボディコーティング施工 


 


株式会社 JCM 
名古屋支店 


☎052-561-8899 ○F 052-561-8893 


http://www.jcmnet.co.jp/ 


山本 真 


yamamoto@jcmnet.co.jp 


自動車買取（全国ネット） 


 


 


 


 


 







賛助会員一覧 


 


※DRP様は平成 27年度 3月末日退会されました。 


※㈱ヨコエ様は平成 27年 9月末日退会されました。 


※オートビジネスサービス㈱様は平成 27年 12月末日退会されました。 


 


 


MS＆AD スタッフサービス株式会社 
名古屋支店 


☎052-571-3585 ○F 052-571-3595 


http://www.ms-ad-staffing.co.jp/ 


菊月 彰彦 


a-kikuzuki@ms-ad-hd.com 


人材派遣・人材紹介 


 


三裕産業株式会社 
 


☎052-383-6520 ○F 052-383-5474 


http://www.25h.kouji.biz/ 


塩谷 拓也 


 


復旧工事・調査 


 


野村證券株式会社 
名古屋支店 営業部 


☎052-201-2310 ○F 052-231-0521 


http://www.nomura.co.jp/branch/n_eigyou.html 


伊藤 慎一 


itoh1-069j@jp.nomura.com 


証券業 


 


株式会社 タウ 


☎052-930-6711 ○F 052-930-6712 


http://www.tau.co.jp 


清水 博之 


NAGOYA@tau.jo.jp 


自動車買取 


 


株式会社 イケダ 


☎058-271-6788 ○F 058-271-6787 


http://www.homestep.com 


池田 茂 


joho@homestep.com 


建築物・構造物復旧工事 


 


ソシオ・ダイバシティ株式会社 


☎03-6863-3268 ○F 03-3488-2233 


http://hoken-vos.socio-diversity.co.jp/ 


奈良 光一 


info@socio-diversity.co.jp 


ソフトウェアシステムの開発・販売 


 


株式会社 ifオートサービス 


☎052-439-0555 ○F 052-439-0556 


http://if-rentacar.jp/ 


水谷 優志 


if-rentacar@if-as.com 


福祉車両専門レンタカー 


 


株式会社 ISレンタリース 


☎052-252-0252 ○F 052-269-0051 


http://www.is-rent.com 


富田 哲郎 


t-tomita@ikkosupport.com 


レンタカー 
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セミナー 

   演題 「認知症サポーター講座」 

   講師  地域包括支援センターコープ豊橋中央 社会福祉士 稲野辺 典子 氏 

                      主任介護支援専門員 牧野 敦子 氏 

 

 認知症は誰にも起こりうる脳の病気によるもので、記憶障害や認知障害から不安に陥り、その結果周りの人

との関係が損なわれることもあり、家族が疲れ切って共倒れしてしまうことも少なくありません。しかし、周

囲の理解と心遣いがあれば穏やかに暮らしていくことが可能です。認知症の症状を理解し、認知症サポーター

として認知症の人を見守り、応援者として活躍されることを願います。 

 ・認知症の予防についての考え方 

  脳の活性化を図るため以下の４つを心がけましょう。 

① 快刺激で笑顔に 心地よい刺激や笑うことで、ドーパミンが放出されます。 

② コミュニケーションで安心 友人や家族などと楽しく過ごし社会との接触を大事にします。 

③ 役割・日課をもとう 人の役に立っていることが生活を充実させ、認知機能を高めます。 

④ ほめる、ほめられる ほめても、ほめられてもドーパミンが放出され、やる気が起きます。 

 ・認知症の人と接するときの心がまえ 

   「認知症の本人に自覚がない」は大きな間違いで、認知症の症状に最初に気づくのは本人です。認知症

の人は何もわからないのではありません。誰よりも一番心配なのも、苦しいのも、悲しいのも本人です。 

 ・認知症の人への対応の基本姿勢 

① 驚かせない 

② 急がせない 

③ 自尊心を傷つけない 

具体的な対応の７つのポイント 

１、まずは見守る 

２、余裕を持って対応する 

３、声をかけるときは１人で 

４、後ろから声をかけない 

５、相手に目線を合わせて、優しい口調で 

６、おだやかに、はっきりした話し方で 

７、相手の言葉に耳を傾けて、ゆっくり対応する 

 具体的に、どのような対応が良いか、動画を見た後、グループで意見交換し、学びました。 

       

     

 

今年度もみなさまのお役にたてるような企画を考えていきたいと思っております。 

  

 



■今後の行事予定 

 ◎６月１６日（木）第１回支部例会 １３時３０分～ 

            場所 三井住友海上火災保険株式会社 豊橋支社４階 テラス会議室 

 

◎６月１９日、２０日（日、月） 愛知県代協新役員・委員研修会 １０時～ 

            場所 豊田労連研修センター「つどいの丘」 

            

 ◎７月２２日（金）第２回支部役員会 １６時～ 

            場所 三井住友海上火災保険株式会社 豊橋支社４階 テラス会議室 

  

◎８月日時未定  第２回支部例会＆納涼会 

            場所 未定 

 

 ◎９月１６日（金）第３回支部役員会 １６時～ 

 

 ◎１０月１９日（水）豊橋・豊川２支部合同セミナー＆懇親会 午後（時間・場所未定） 

            講師 早稲田大学大学院法務研究科教授 大塚 英明 氏 

 

 ◎１１月１８日（金）第４回支部役員会 １６時～ 

 

 ◎１２月日時未定 第３回支部例会＆忘年会 

            場所 未定 

 

 ◎１月２０日（金）第５回支部役員会 １６時～ 

 

 ◎２月１６日（木）第４回支部例会 時間・場所未定 

 

 ◎３月１７日（金）第６回支部役員会 １６時～ 

 

 ◎４月２０日（木）第３７回定時総会 時間・場所未定 

 

現在の年間予定です。合同セミナー・支部例会・懇親会につきましては、カレンダー・手帳等にメモしていただき、
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～全国の代協会員の皆さまへ～ 


この度、日本代協アドバイザーを拝命いたしました「日本創倫株式会社」の風間です。本年


５月 29 日付けでいよいよ改正保険業法が施行されますが、現在、各代協会員の皆さまにおかれ


ましては、そのための準備に追われているものと拝察いたします。 


ご高承のとおり、今回の改正におきましては保険代理店の「自立と自律」に向けた体制（態


勢）整備が新たな義務として課せられることとなります。しかしながら、代理店さんからは「ど


こから始めていいのか」、「何を準備すればいいのか」といった戸惑いの声が多く寄せられてい


ます。そこで今月より月に２回程度、皆さまの悩みに実務面からお答えするため、Q&A 形式の“『体


制整備』の豆知識”を発行いたします。 


設問の設定に当たっては、出来る限り双方向で進めたいと思いますので、疑問点やご質問な


どが有れば、下記日本代協事務局までお寄せください。 


[日本代協連絡先 address：info@nihondaikyo.or.jp ] 


 


《 『体制整備』の豆知識の内容 》 


代理店経営者ならびに保険募集人の皆さんが体制（態勢）整備に向けて日々お悩みになられ


ていることを、改正保険業法に関するバブリックコメント（金融庁公表）をベースに実務面か


らの切り口でそれぞれ解説いたします。該当項目は、以下の通りです。 


※ なお、保険会社サイドの具体的な運用が確定していない、あるいは各社によって運用が異な


る項目については、個別の内容は差し控えさせていただきます。ご了承ください。 


  


◯ 代理店経営者向け項目 


・ 経営管理（ガバナンス）体制 


・ 法令等遵守（コンプライアンス）体制 


・ 募集人教育管理指導体制 


・ 内部監査 など 


・  


◯ 保険募集人向け項目 


・ 保険募集管理体制 


・ 顧客保護等管理体制（顧客情報管理、苦情管理） 


・ IT オペレーショナル・リスク管理体制（PC 管理など） など 


 


それでは、第 1 回目となる今回は、以下の２件の質問について回答いたします。 


 


 


≪改正保険業法対応≫『体制整備』の豆知識 （Vol.1 / H28.2.2） 
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Q１【経営管理（ガバナンス）体制（１）】  


   改正保険業法では、新たに代理店の体制整備が義務付けられますが「体制整備」と「態


勢整備」の 2つの言葉が使われています。どういう違いがあるのでしょうか。 


 


A1  改正保険業法によれば、「代理店においてはその規模や業務特性に応じ、保険募集の健


全かつ適切な運営を確保するための措置を講じているか」とされており、これを「代理


店の体制整備義務」と称しています。具体的には、テーマごとに以下の PDCA サイクルの


実践が求められることになります。 


① 社内規則等の策定（Plan） ② 適切な教育・管理・指導（Do） 


③ 自己点検等の監査（Check）④ 改善に向けた態勢整備 (Action) 


「体制整備」とは形（ルール・組織）を作ることで、上記①～②の段階です。一方、「態


勢整備」とは、作った形の実効性の確保を確認し、問題があれば改善していく上記③～


④の段階です。従って、今回の改正で代理店に求められている義務の本旨は、適切な保


険募集を行うための「体制」であり「態勢」であるということになります。 


改正保険業法の施行が本年５月末であることを踏まえると、現時点では「体制整備」の


①と②の目途をつけることが理想的です。①の社内規則等の策定については、所属保険


会社（代申会社）が策定している「募集コンプライアンスハンドブック」等を自社の社


内規則等と位置付けることが最も効率的で効果的だと考えます。（自社の特性に応じてカ


スタマイズすることも可能ですが、メンテナンスにロードもかかりますので、先ずは、


上記対応が望ましいと考えます。） 


なお、乗合代理店の場合、代申社のマニュアルを自社の社内規則等と定めることも考え


られますが、代申社と非代申社で業務プロセスが異なっている場合には、その内容を全


て付加することが必要になってしまいます。従って、この場合も「各保険会社の規定・


マニュアルに従う」と自社として決めておけば、シンプルで分かりやすく、かつ、メン


テナンスに悩む必要もないこととなります。 


次に、②の段階として出来上がった規則（ルール）を募集に従事する全員に対し、周知


徹底することが必要です。ルールを全て頭の中に入れろと言うのは無理もありますので、


ミニマムの対応としては、募集人全員が「どこを見ればルールが書いてあるか知ってい


る」、「ルールを確認しながら仕事を進めることができるように、常時閲覧できる状態を


整えている」という態勢をとることが重要です。 


金融庁あるいは保険会社による募集人ヒヤリングが行われた場合に、該当の社内ルール


が適切に答えられないようだと募集人の指導・教育・管理が不適切と判断されることに


なりますので、確実に対応しておくことが必要です。まだ時間はありますので、先ずは


「体制整備」の①と②にしっかりと対応しておくように取り組みを進めましょう。 
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Q2【保険募集管理体制（１）】 


  保険募集人の義務として、保険募集の際に「権限明示」が必要とされていますが、具体的


には何を行えばいいのですか。 


 


A2 現行保険業法第 294 条において、「保険募集人は、保険募集を行おうとする時は、あらか


じめ顧客に対して募集人としての権限を説明しなければならない」と規定されています。そ


の中でも、生損保を併売する募集人は、「生保と損保の権限の違い」を明確に説明する必要


があります。 


  例えば、自動車保険の新規契約時に医療保険の提案を行う場合などには注意が必要です。


生保募集人は、一般的には代理権（保険契約締結権や告知受領権など）を有しておらず、保


険会社と顧客との保険契約締結の媒介を行うことになります。従って、生保契約と損保契約


では同じ代理店が取り扱ってもリスクアタッチ（危険開始日）に相違があること等を顧客に


充分に説明し、理解していただく必要があります。 


また、「取り扱える保険会社の範囲」も顧客に明示する必要があります。少なくとも顧客


に提示する名刺には、所属保険会社名を記載していなければなりません。乗合保険会社の


数が多く、名刺の裏を使っても記載できないような場合は、全乗合保険会社を記載した書


面（会社案内パンフレットや専用の帳票など）を別途作成し、初回面談時に顧客に明示す


ることが必要です。 


 


 


   （担当：日本創倫株式会社 専務取締役 IC オフィサー事業部長  風間 利也） 


[配信：日本代協事務局] 
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豆知識Ｖol.２です。今回は、以下の２問です。 


 


Q1【法令等遵守（コンプライアンス）体制（１）】 


 代理店経営者として求められる募集人向けのコンプライアンス体制とは具体的にどのよ


うなことですか。 


 


A1 改正保険業法では「募集人に対する教育・指導・管理」の体制整備が求められること


になります。特に、募集人へのコンプライアンス教育は重要な経営課題であり、代理店と


して主体的かつ計画的なコンプライアンス研修の実施が必要となります。 


手順としては、例えば、前年度の自店の課題を洗い出し、特に対応が必要な課題を３～


４項目選定し、新年度当初に自社としてのコンプライアンスプログラムを策定して実施す


るといったことが考えられます。その上で、最低上期と下期の年 2 回（できれば、四半


期に１回程度）、課題の進捗を募集人全員と共有しておく、といった取り組みが重要です。 


もし、計画より遅れている場合は、次の四半期に向けて改善策を策定し、実行します。


年度末には全体の総括を行い、未だ改善されない項目については、改めて次年度への継続


課題として設定し、定着させるためのプログラムを策定します。この仕組みが正に「PDCA


サイクルを回す」ことであり、課題ごとに改善、定着を図ることとなります。 


   次に、各プログラムで定めた項目を具現化するための定期的なコンプライアンス研修の


実施が必要となります。テーマはコンプライアンスの責任者（小規模代理店では店主自身


のこともありえます）が中心となり、各プログラム項目に沿って決定します。最低月１回


の実施が望ましいと考えます。ここで重要なことは、情報管理については、社員全員が対


象ということです。募集に従事しないパートタイマーやアルバイトも全て含める必要があ


ります。募集に従事しなくても、店頭、電話などで顧客情報などを取り扱うことがあるた


め、自社としての基本的な規則やルールを理解しておく必要があるからです。 


次に重要なことは、研修の欠席者対応です。商品研修などの営業に関する研修であれば


自習してもらう方法もありますが、コンプライアンス研修については欠席者を把握し、該


当者には必ず補講を受けてもらう必要があります。これら代理店として行う研修について


は、「研修記録簿」を作成して実施日、内容、参加者、欠席者（補講日）などの記録を残


さなければなりません。このように、社員教育については、保険会社が提供する研修を受


ける場合であっても、代理店が主体的に計画し、指示をして受講させる必要があることを


改めて確認いただきたいと思います。 


 


≪改正保険業法対応≫ 『体制整備』の豆知識 （Vol.２/H28.2.2） 







      


Q2【顧客保護等管理体制（１）】 


「個人データ管理台帳」については、所属保険会社から配布された帳票を備え付けてい


ますが、代理店として定期的にメンテナンスをする必要はありますか。 


 


A2  現在、保険代理店は、個人情報取扱事業者(※)である保険会社の委託先という位置づけ


で、金融機関に求められるルールに従った対応を求められています。具体的には、「金融


分野における個人情報に関するガイドラインの安全管理措置等についての実務指針」にお


いて、「個人データの取扱状況を確認できる手段の整備」として「個人データ管理台帳」


を備え付けることが義務付けられています。同実務指針では台帳に記載する項目として、


「取得項目」「利用目的」「保管場所・保管方法・保管期限」「管理部署」「アクセス制御の


状況」を定めています。 


  (※）なお、個人情報保護法は現在改正作業が進められており、改正後は全ての代理店が


直接「個人情報取扱事業者」に指定される予定です。 


   保険代理店が日常業務を遂行していく中で、「個人情報・個人データ」は毎日生き物の


ように動いています。そのため、新たな書類の追加や保管期限に基づいた書類の廃棄など、


代理店自身が定期的なメンテナンスを行うことが必要となります。各保険会社の個人情報


管理マニュアル等では、個人データを取得・廃棄する都度、 備え付けた台帳を更新し、


更新日の 記載の励行を求めていますので、留意が必要です。 


また、監督当局や所属保険会社による検査の際には、「個人データ管理台帳」に記載さ


れた書類と現物の突合調査が行われます。その際に指定された現物を提示できなかった場


合は、実際には“「廃棄」の記載漏れ”であったとしても、紛失、盗難などの不祥事と看


做されることがあり、その後の対応に多くの時間とロードを要する恐れがあります。従っ


て、代理店内の社内ルールとして、例えば四半期に１回程度、台帳に記載された書類・フ


ァイルと現物との突合を実施することをお勧めします。 


 


 


（担当：日本創倫株式会社 専務取締役 ICオフィサー事業部長  風間 利也） 


[配信：日本代協事務局] 
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豆知識Ｖol.３です。今回は、「情報提供義務」に関する Q&A です。 


 


Q１【保険募集管理体制（２）】 


 今回新たに設けられた代理店に対する「情報提供義務」は、今までと何が違うのですか？ 


 


A１ 情報提供義務は、保険募集人等が保険募集を行う際に、保険契約者・被保険者が保険


契約の締結または加入の適否を判断するのに必要な情報を提供することを求めるもので


す。（保険契約者だけではなく被保険者に対しても情報提供が必要です） 


現状でも、保険会社に対する監督指針において「契約概要」・「注意喚起情報」の提供が


求められており、実務的には「重要事項説明書」の交付・説明が募集プロセスの中に位置


づけられています。従って、現場の実務としては大きな変更はありませんが、今後は、こ


れが「法律上の義務」として「直接代理店に課される」ことになりますので、更に丁寧な


対応が必要になることを認識しておく必要があります。 


また、内容的にも、従来の「契約概要」・「注意喚起情報」に加えて、「その他参考にな


るべき情報」の提供が追加されています。これは、例えば、自動車保険であれば、ロード


サービスを指しますが、今後は、従来の内容に加え、こうした主な付帯サービス等につい


ても触れることが必要になります。 


   情報提供は、書面等による一律・画一的な手法で行うことが基本となりますが、以下の


例外規定があります。なお、商品や募集方法毎の具体的な取り扱いについては、所属保険


会社の規定等を確認し、対応下さい。 


 ①〔被保険者に対する情報提供は義務の適用から除外されるもの〕 


  ・家族傷害保険の対象の子供のように、被保険者が負担する保険料がゼロである契約 


  ・レクレーション保険のように保険期間が 1 ヵ月以下、かつ、被保険者が負担する保険


料が 1,000 円以下の契約 


  ・お祭りの主催者が入場者に付保する傷害保険のように、被保険者に対する商品の販売や


役務の提供または行事の実施等に付随して締結する契約 など 


 ②〔情報提供義務の対象にはなるが、一律の手法でなくてもいいもの〕 


  ・工場の火災保険等、事業者の事業活動に伴って生じる損害をてん補する保険など 


  ・旅行傷害保険のような保険料の負担が年間 5,000 円以下の場合 など 


  ・団体契約において、保険契約者である団体に対して行う情報提供 


  ・既存契約の契約内容の変更・更新の場合･･･変更部分の情報提供は一律でなくて可 


≪改正保険業法対応≫ 『体制整備』の豆知識 （Vol.３/H28.2.18） 
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 Q２【保険募集管理体制（２）－２】 


既存契約の契約内容の変更や更新の際に、契約内容に変更がある場合は、その変更部分


について説明する必要があると規定されていますが、具体的にはどう対応すればいいので


すか？ 


 


A２ 下記の通りとなります。 


  ① 更新（更改）の場合：「更新申込書の変更箇所を示して説明する」ことがミニマムの


対応となりますが、商品改定等についてより丁寧な情報提供を行う観点から、更新の


場合も多くの保険会社は重要事項説明書等の交付・説明を自社ルールとして定めてい


ると思われます。所属保険会社のマニュアルを参照の上、的確に対応することが必要


です。 


  ② 契約内容の一部変更の場合：当然の対応ではありますが、変更依頼書の変更箇所を示


す等しながら、変更箇所を説明することになります。 


    何れにしても、顧客が契約内容を理解し、納得して手続きを行っているか、という点


を常に念頭において顧客対応を行うことが基本となります。 


 


 


 Q３【保険募集管理体制（２）－３】 


顧客から、「契約概要」・「注意喚起情報」の説明不要との意思表示があった場合は、ど


う対応すればいいのですか？ 


 


A３ 顧客の契約内容に対する理解度がポイントになります。 


顧客が保険契約の内容を十分に理解していると判断されるのであれば、顧客に「契約概


要」「注意喚起情報」を記載した重要事項説明書等を「読むことが重要であること」を口


頭で説明し、当該書面を交付して受領印をいただくことになります。 


  一方で、顧客の理解が不十分であると判断される場合は、当然ながら、十分に説明し、


理解を得る必要があります。 


  なお、契約当初にたとえ顧客が説明不要と言っていたとしても、いざトラブルになれば、


聞いていない、あるいは、代理店に全て任せていた･･･、代理店を信頼して契約したのに


…、といった不満につながることも想定されます。従って、あくまでも形式ではなく、「顧


客の理解度」をポイントにして丁寧な対応を行うことが肝要です。 


 


  







 3 / 3 


 


 Q４【保険募集管理体制（２）－４】 


重要事項説明書の説明・交付を１件でも怠ったら、不祥事件扱いになるのですか？ 


こうしたケースを防ぐために、代理店としてはどのような体制をとればいいですか？ 


 


A４ 改正業法施行後は、情報提供義務は法律上の義務になります。従って、万が一、募集


人が（適用除外等のケースを除き）顧客に対して情報提供を怠れば、例えそれが１件であ


っても今後は「法令違反」となって不祥事件として処理されるおそれもありますので、よ


り一層注意が必要です。 


それでは、代理店としては具体的にどう対応すればいいでしょうか？ 


経営者は全ての募集人の募集活動に同行することはできません。従って、情報提供義務


に限らず遵守すべき募集ルールを踏まえて、代理店として「募集プロセス・募集行為の標


準化」を図り、均質な顧客対応を確保することが必要です。いわば、代理店としての保険


募集に関する「ミニマム・スタンダード」を定めるということになります。 


代理店として、顧客対応の品質を一定の水準に定め、その上に各募集人それぞれの個性


を活かせるようにすれば、対面募集が顧客に及ぼすデメリットの一つである“募集品質の


バラつき”（対応する募集人によって業務レベルに差が出る）を無くすことができるとと


もに、個々の募集人の持ち味も活かすことができます。 


今後は、タブレット端末等 IT を活用して顧客対応の標準化・迅速化を図る方向へ業界


全体が大きく動いていくと思いますが、より地に足が着いた漏れのない顧客対応を実現し


ていくために、顧客に提示・説明する各種帳票を一冊にまとめたバインダーを作成したり、


代理店としての「トークスクリプト」を作成して募集人全員で共有したり、定期的に「社


内ロープレ研修」などを行って店主自ら募集人のプレゼン内容を確認する等の取り組みを


継続して行うことが有効です。 


募集人教育・指導・管理の具体策として、こうした「募集行為の可視化」を検討されて


みてはいかがでしょうか？ 


 


（担当：日本創倫株式会社 専務取締役 IC オフィサー事業部長  風間 利也） 


[配信：日本代協事務局] 
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豆知識 Vol.４をお届けします。今回は、「自己点検・内部監査」に関する Q&A です。 


 


Q１【内部監査体制（１）】 


   今後、代理店は自ら自己点検等の監査を行う体制整備が必要とされていますが、その目


的と趣旨を教えて下さい。 


 


 A1  改正保険業法の狙いの一つは、代理店・保険募集人の「自立と自律」の要請にありま


す。その観点で、自代理店のルール遵守状況を、代理店自ら主体的にチェックすることは


最も象徴的で重要な改定点となります。 


これまでは保険会社の主導の下で監査が行われてきましたが、今後は自店の経営管理の


一環として、自ら業務遂行状況をチェックし、問題があれば改善を図るサイクルの構築が


求められます。 


    監査のポイントについては、現時点では、保険募集人向けの「保険検査マニュアル」


は発信されていませんが、保険会社向けの現行マニュアルでは、以下の 6 項目が検査の


ポイントになっています。下記のうち、⑤・⑥が保険業法改正対応項目となります。 


① 経営管理（ガバナンス）体制 


② 法令遵守等（コンプライアンス）管理体制 


③ 保険募集管理体制 


④ 顧客保護等管理体制 


⑤ 募集人教育管理指導体制 


⑥ IT オペレーショナル・リスク管理体制 


勿論、全ての代理店が、保険会社と同レベルの体制整備を求められるわけではなく、そ


の規模や業務特性に応じたものでいいことになっていますので、網羅的な監査が必須とな


るわけではありません。 


大事なことは、自己点検等を各募集人任せにすることなく、営業部門とは分離した内部


管理担当者、または、小規模代理店の場合などは経営者自ら行うことが必要です。「牽制


機能」と「課題発見」が出来る体制作りが求められていますので、自店の状況に応じて、


どのような体制にするか、具体的に決めることが必要です。 


  


≪改正保険業法対応≫ 『体制整備』の豆知識 （Vol.４/H28.2.22） 
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Q２【内部監査体制（１）－２】 


  自己点検といっても具体的にどうすればいいのですか？ 


  代理店にも内部監査部門が必要なのですか？ 誰が点検を行うのですか？ 


 


 A２ A1 記載の通り、自社として定めた各種ルールが適正に守られ、運用されているか、


代理店自身が主体的・自律的に自己チェックを行うことが必要です。 


   具体的には、損保協会の標準ひな形を踏まえて各保険会社が提供する「自己点検チェッ


クリスト」や、保険会社の代理店点検や監査の時に提供される「自主点検シート」などを


活用し、定期的に自己点検を行うことがミニマムレベルの対応となります。 


点検の結果、不備があれば直ちに改善策を講じるとともに、その経緯を記録し、保存す


ることが必要になります。 


   点検サイクルの定めは特にありませんが、最低年 1 回の実施は必要です。保険会社の


監査の際に一緒に実施することも考えられます。勿論、上期・下期の年２回、４半期毎の


年４回、あるいは、毎月であっても構いません。形式に流れるのではなく、各代理店の実


態に応じて、PDCA サイクルがしっかりと機能するように計画を立てて実施することが


ポイントとなります。 


   なお、所属保険会社には関係ない代理店独自業務、例えば、「推奨販売・比較説明」や


「フランチャイズ事業」などを行っている場合は、代理店独自の点検項目を立てて自己監


査を実施する必要がありますので注意して下さい。 


   次に、点検・監査を誰がやるか、という点についても特にルールはなく、代理店の規模


や業務特性に応じて実践的な仕組みをつくることになります。従って、全ての代理店に内


部監査部のような独立した組織が必要ということではありません。代理店主自ら募集人の


教育・管理・指導ができる規模であれば、店主自身が監査を実施しても構いません。勿論、


社員数が多い、or 多店舗展開していて店主だけでは目が届かないといった場合などは、


店主とは別に内部監査の責任者を立てる（業務担当の役員、支店のマネージャー、事務統


括の女性社員など）、あるいは、専任部署（内部監査部等）を設ける、外部の専門会社に


委託する、といったことも必要になる場合があります。 


国内の専業代理店の多くは管理スパンが限定的ですので、店主自身が点検者となるケー


スが多いと思われますが、いずれにしても、上記はミニマムラインであり、更にレベルの


高い自主監査を目指すことは望ましい対応と言えます。各代理店、それぞれ置かれている


状況は異なると思いますが、監査の実効性確保が重要であることを念頭において、自社に


相応しいチェック体制を構築していただきたいと思います。 


（担当：日本創倫株式会社 専務取締役 IC オフィサー事業部長  風間 利也） 


[配信：日本代協事務局] 
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豆知識 Vol.５をお届けします。 


今回は、「経営管理体制」と「顧客保護等管理体制」に関する Q&A です。 


 


Q１【経営管理体制（２）】 


   経営管理体制については、代理店の「規模」と「特性」に応じて役割分担と管理責任者


を任命することが必要になると思いますが、具体的な業務、役割を教えてください。 


 


 A1 改正保険業法では代理店の「規模」と「特性」に応じた体制整備義務が課せられる 


  ことになります。「規模」は代理店の大きさなのですが、店主の“管理スパン”と考えて


いただければいいと思います。また、「特性」は、保険会社が委託した業務以外の業務、


具体的には、“比較説明・推奨販売やフランチャイズ展開”を行うか否か、という視点で


判断することになります。 


   ここで大事なことは、体制の「形」よりも「実効性」です。即ち、PDCA サイクルを


回して、自ら課題を発見し、改善していく取り組みが適切に運用されるか、という「身」


の部分に注力することが重要であり、先ずはこの点を認識いただきたいと思います。 


「規模」の面では、例えば、従業員 10 数名～20 名程度の比較的小規模の代理店で、支


店もなく、社長が経営管理から募集人の教育・管理・指導まで全てを掌握できるのであれ


ば、責任者は全て「店主」とし、役割分担を行う必要はないと考えます。（個人代理店の


場合は、現実的に店主以外の管理者を立てることもできません。）） 


一方で、代理店全体の管理に必ずしも自信が持てない店主の場合や、従業員が 10 名程


度を大きく超える、又は、支店や SHOP 店があって店主一人では代理店全体を見渡せな


い程度の規模になると、社長の右腕となる管理者を別途配置する必要も出てきます。 


こうした規模の大きな代理店の場合に配置する管理者の例は以下の通りです。これは例


示ですが、上述の通り、PDCA サイクルを回せるか否かで考えることが必要です。 


（１） 教育責任者（生保の乗合代理店の場合は、専門課程の有資格者であることが必要） 


資格取得や更新を含めた社員教育を統括する責任者です。 


主な業務は、以下の通りです。 


① 社員教育に関する年間計画の策定 


② 年間計画に基づいた実施と受講管理・欠席者対応・習熟度確認・振り返り 


（２） 業務管理責任者 


保険代理店業務に関する業務遂行の責任者です。複数人配置をすることもできますの


で、例えば、支店を有する場合には本店とは別に支店にも配置することが出来ます。 


≪改正保険業法対応≫ 『体制整備』の豆知識 （Vol.５/H28.３.２） 
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主な業務は、以下の通りです。 


① 保険募集業務の全般管理 


② 法令等遵守状況の管理 


③ 苦情管理 


④ 外部委託先管理 


（３） 個人情報（データ）管理責任者 


個人データの安全管理に係る業務遂行状況を管理する責任者です。 


→ 金融庁が定める「金融分野における個人情報保護に関するガイドライン」では


取締役などの経営責任者の配置が求められています。 


主な業務は、以下の通りです。 


① 個人データの安全管理に関する規程および外部委託先の選定基準の承認、周知 


② 個人データ管理者および情報端末のＰＷ等、本人確認に関する情報の管理者 


③ 個人データ管理者からの報告徴収および助言・指導 


④ 個人データの安全管理に関する教育・研修の企画 


（４） 点検責任者 


社内の自己点検を担う責任者です。 


主な業務は、以下の通りです。 


① 自己点検に関する年間計画（項目・実施時期・実施頻度）の策定 


② 年間計画に基づいた自己点検の実施・改善 


③ 支店の自己点検の責を担う支店長への自己点検実施の指示 


（５） 内部監査責任者（または、外部委託会社） 


社内の監査を統括し、（原則として）監査対象部門からの独立性を保てる責任者です。 


主な業務は、以下の通りです。 


① 監査に関する年間計画（項目・実施時期・実施頻度）の策定 


② 年間計画に基づいた実施・改善 


③ 監査結果・改善結果の社長への報告 


   以上、大規模代理店で責任者を配置する場合の事例を説明しましたが、前述の通り、代


理店の実態に応じて、上記責任者を兼務することも可能です。役員だけではなく、マネー


ジャーや事務の統括担当者が責任者になることも可です。また、（５）の内部監査につい


ては、牽制機能の発揮の観点から、外部委託することも有効です。 


繰り返しになりますが、大事なことは、形ではなく体制の実効性です。当局などによる


外部監査が有った場合は、それぞれの管理態勢、実態把握が具体的にヒヤリングされます。 


小規模代理店であっても社長が全ての職務を担えるか否か、現実的に検証してみること


も必要であり、こうして、組織体制のあり方を見直すことが体制整備の重要な一項目とな


ります。 
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Q2 【顧客保護等管理体制（２）】 


業務で使用している手帳にお客様からヒヤリングした情報を書き留めていますが、注意


することはありますか。 


 


 


A２ 個人情報管理に関するルールは、各保険会社においても厳格かつ詳細な取り扱いが決め


られていますので、所属保険会社のマニュアルを必ず参照下さい。 


ここでは、ご質問の多い業務用手帳の取り扱いについて、お答えします。 


業務に使用する手帳類と私用のそれとは区別されていることが大前提ですが、お客様に


保険契約をご提案する際に、氏名、生年月日、住所などの個人情報をヒヤリングして業務


用手帳に書き込むといったことは通常行われていると思われます。さらに、生命保険の引


受の際には、既往症や入院歴などのセンシティブ情報をお聞きして書き取ることも必要に


なりますので、この管理は厳重に行う必要があります。 


保険業法、個人情報保護法では、お客様の個人情報は、“お客様の同意に基づき業務遂


行上必要な範囲で利用するなど業務の適切な運営の確保その他必要と認められる場合”に


利用目的が限定されています。つまり、保険の提案のために必要な情報を本人の同意のも


とに取得することは認められていますが、いつまでも業務用手帳にお客様の個人情報を残


していることは「必要な範囲を超えている」と判断される恐れがあります。 


従って、代理店としては以下のような対応ルールを定めておくことが望ましいと考えま


す。（下記②・③・④は他の媒体の場合も同様です） 


① 契約が成立あるいは不成立、キャンセルとなった時点で業務用手帳に書き留めたお


客様の情報を廃棄、塗りつぶしするなどの処理をする 


② 帰社する際には鍵がかかるキャビネットなどに保管する 


③ 持ち出す場合は、管理簿等で持ち出し状況を把握しておく 


④ 外出先では車内放置等しない 


⑤ （更に実効性を高めるためには）社内点検ルールとして、定期的に募集人の業務 


用手帳の内容チェックを本人以外が行う仕組みを作る 


といった対応が望まれます。 


個人情報保護の要請は今後益々強化されます。代理店の規模には何の関係もありませ


ん。安易な対応は禁物です。改めて代理店内部の意思統一と仕組み作りをお願いします。 


 


 


（担当：日本創倫株式会社 専務取締役 IC オフィサー事業部長  風間 利也） 


[ 配信：日本代協事務局] 
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豆知識 Vol.６をお届けします。 


今回は、「個人情報管理」と「帳票類の保管」に関する Q&A です。 


 


Q1 【経営管理体制（３）】 


  保険代理店が取り扱う顧客情報について「安全管理措置」を講じなければ 


  いけないと言われていますが、具体的な内容を教えてください。 


 


 


A1  保険代理店は個人情報保護法の定めにより、個人データの安全管理に係る基本方針を 


策定・公表するとともに、個人データの安全管理に係る規程を整備し遵守しなければ 


ならないとされています。具体的には下記の３つの対策を講じる必要があります。 


  


（１） 組織的安全管理措置 (➡管理者等の設置、点検・監査の実施) 


「規程等の整備」「各管理段階における安全管理に係る取扱規程」の他、 


「個人データの管理者等の設置」「取扱状況の点検・監査体制の整備・実施」 


「漏えい事案等に対応する体制の整備」などの対策を講じることです。 


具体的には、情報管理責任者や情報管理者の指名、個人データ管理台帳によ


る取扱状況の確認、定期的な点検や監査の実施、事故発生時の体制整備等です。 


 


（２）人的安全管理措置（従業員の監督・教育） 


個人データの安全管理が図られるよう従業者を監督・教育することです。 


具体的には就業規則で罰則を定める、誓約書（非開示契約書等）に署名をして


もらうなどの方法をとります。 


また、従業者の役割・責任を明確化することや日頃から教育、訓練をしっかり


行うことも重要であり、研修を実施した場合、研修履修簿等で記録をするなど


して保管・管理しておくことが重要です。 


※「従業者」には、雇用関係にある人だけでなく雇用関係にない人（取締役、


監査役、派遣社員等）も含まれることに注意しましょう。 


 


（３）技術的安全管理措置（個人データ、情報システムへのアクセス制御） 


今日、個人情報が法律で保護される一方、その個人情報を不正な手段で入手し


ようとする悪意のある個人・組織も数多く存在しています。情報システム等を


介して大切なお客さま情報が盗みとられ、悪用されることのないよう、外部 


からの侵入（ハッキング等）に対して十分な対策をしておくことが必要です。 


 


≪改正保険業法対応≫ 『体制整備』の豆知識 （Vol.６/H28.３.22） 







また、外部からの攻撃だけではなく、内部の不正に対しても検証可能な技術的な


仕組みを構築しておくことも必要です。具体的には下記の通りです。 


 


① ID、パスワードを確実に設定する 


② アクセスの記録・分析を行う 


③ 管理区分の設定、アクセス制御を行う 


④ セキュリティソフトを導入する 


 


 


Q2 【保険募集管理（３）】 


  保険代理店が保管する帳票類と掲示物について、注意点を教えてください。  


 


A2（１）保険代理店が保管する帳票類について 


  保険会社から配布されるコンプライアンスマニュアルに、以下のような分類で記載さ


れています。(注)下記は例示。保険会社により内容は異なるので、必ず確認すること。 


 


① 保管義務のある帳票類（例） 


・ ・委託・登録関係書類･･･代理店委託契約書、手数料規程、募集従事者リストなど 


・募集基盤関係･･･勧誘方針、プライバシーポリシー、個人情報取扱規程、 


個人データ管理台帳など 


・帳簿関係･･･収支明細表、保険料照合表、保険料領収証控など 


・自賠責関係･･･自賠責保険料集計表など 


・顧客管理関係･･･申込書控、お客様の声対応簿など 


・勤務型代理店等関係･･･業務委託契約書など 


・体制整備関係･･･社内規則など 


 


②保管してはいけない帳票類（例） 


・告知書などの体況を記した帳票 


・保険金請求書、給付金請求書などの傷病名が記載された帳票など 


 


  保管義務のある帳票類については、保険会社の業務点検、外部による監検査などで


現物確認をされますので、定期的なメンテナンスによる突き合わせが必要です。  


また、主にセンシティブ情報が含まれる保管不可の帳票類については、募集人がコ


ピーを取り個人的に保管しているケースや事務担当の方がうっかり申込書ととも


にコピーを取ってファイルしてしまうケースが散見されますので、社内の自己点検


で確認することが必要です。 


  


 







（２）保険代理店の掲示物について 


   店内に掲示しておく帳票類は、来店されるお客様に見える場所に掲示すること, 


並びに、お客様が誤認される内容になっていないことについて、注意が必要です。 


具体的には、次の通りです。 


 


① 店頭備え付けの商品関連のパンフレット、チラシ類 


「代理店名、住所、電話番号」が漏れなく記載されているか。 


（注）募集人が募集の際に持ち出す場合も同様です。 


    


②  勧誘方針 


  店頭など顧客が見やすい場所に掲示されているか。 


 


③ プライバシーポリシー（個人情報取扱規程） 


記載すべき項目に漏れはないか、また取扱保険会社が漏れなく現在の社名で記載


されているか。  


     （注）合併前の旧社名のまま記載されていることが散見されますので、定期的な


チェックと確実な修正が必要です。 


 


  ④ ディスクロージャー誌（所属保険会社から配布されている場合） 


    店頭など顧客が見やすい場所に置かれていて、かつ、最新版であるか。 


 


以上 


 


 


〔日本創倫株式会社 専務取締役 IC オフィサー事業部長  風間 利也〕 


[配信：日本代協事務局] 
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豆知識 Vol.7 を送りします。 


今回は、「苦情対応」と「顧客情報管理」に関するＱ＆Ａです。 


 


Q1 【顧客サポート等管理体制（３）】 


  お客さまから苦情の申し出が有った場合に備えて、どのような体制を整備すれば 


  よいでしょうか。 


 


A1   苦情とは、お客さまからの申し出のうち「保険代理店の事業活動全般に起因する不


満足の表明（お客様からの不満足の表明）」を指します。 


保険代理店も、金融庁の定める保険会社向けの総合的な監督指針に準じて管理体制


を整備する必要が有り（この体制を「顧客サポート等管理体制」といいます）、そのため


の社内規則等を策定する必要があります。基本的な手順は以下の通りです。 


所属保険会社においても取扱ルールが定められていますので、必ず確認下さい。 


 


（１） 基本ルール 


お客さまからの申し出のうち「苦情」に分類されるものについては、申出内


容、経緯、原因等を正確に記録し、速やかに保険会社に連絡をして情報共有を


はかり、当該事案の解決に当たるとともに、再発防止策を講じます。 


 


  （２） 「お客さまの声受付簿」の備え付け 


       お客様の声は、保険会社から交付される受付簿または自社作成の受付簿を備


え付け、これに記録します。 


乗合代理店の場合、保険会社ごとに備え付けても、生損保別に１冊にまとめ


て管理しても差し支えありません。 


                    


（３） 申し出内容の記録 


直接または保険会社を経由して受け付けた苦情については、受付日時、申出


内容、対応経緯等について正確に記録します。 


特に、保険会社が直接受け付けた苦情について記載が漏れているケースが散


見されますので、保険会社との定期的な情報共有が必要です。 


≪改正保険業法対応≫ 『体制整備』の豆知識 （Vol.7/H28.3.31） 
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（４） 保険会社への報告 


代理店が直接受け付けた苦情については、店主または苦情担当の管理責任者


（配置している場合）に報告するとともに、速やかに保険会社に報告します。 


 


（５） 適正な対応 


お客さまから苦情を受けた場合には、まずお客さまの申し出内容をよくお伺


いし、苦情の原因を正確に把握して、お客さまとの認識を一致させることが重


要です。解決を急ぐあまり、その場しのぎの対応や安易な妥協をしてしまうと、


かえって問題を大きくしてしまうこともあるので注意が必要です。 


関係者からの事情聴取や記録等により、事実関係を明確にしたうえで対応方


法を検討し、調査した結果や検討した対応方法についてお客さまに報告をしま


す。迅速、適切かつ誠実に対応し、お客さまに納得をいただくことが大切です。 


 


（６） 再発防止策の実施 


苦情となった原因を調査・分析した結果を社内で共有し、業務プロセスや対


応方法を見直して再発防止策を講じ、業務品質の向上に繋げることが大切です。 


その場合、問題の本質が「①自社にあるのか」、「②保険会社にあるのか」、「③


業界の仕組みにあるのか」を整理し、特に②・③について保険会社に対して改


善提案を行うことは、顧客と直接接する代理店の重要な責務となります。 


 


 


Q2 【顧客情報管理（３）】 


  FAX や郵便物などを外部に発信する際に注意することは何ですか。  


 


A2（１） 個人情報を含む書類を FAX で送信する際には誤送信を防止するためのルールが


必要です。一般的には、保険会社や定期的に発信する相手先の場合には短縮番号


を登録する、その他の場合は複数の社員でダブルチェックする、送付先に連絡の


上で一旦空ＦＡＸを入れる、などの方法が採られていると思います。こうしたル


ールは社内規則（FAX 送信時のガイドライン等）で決めておき、確実に実行するこ


とをお勧めします。 


万が一、誤送信が発生すると「個人情報の漏えい」という不祥事となり、事後


処理に大きなロードを要します。まずは誤送信先に連絡を入れて、お詫びをする


とともに、現物の回収に伺うことになります。同時に正しい送付先にも誤送信の







 3 / 3 


 


事実を告げ、お詫びと事後処理について説明しなければなりません。 


短縮番号登録でなく、番号を直接入力して送信する場合は、より慎重な対応が


必要です。 


 


 （２） 代理店においては、毎日相当量の郵便物が発信がされていると思いますが、個


人情報を含む書類の場合は、情報漏えいを防ぐための自社ルールを定めておく必


要があります。主な内容は以下の通りです。 


 


① 郵便物発信簿の作成 


全ての発信物を管理簿に記入することに過大な事務負荷がかかる場合には、


個人情報を含む書類に限り、郵便物発信簿に記載する方法も考えられます。   


万が一の未着事故の場合でも、送付日、送付先、送付物が直ぐ分かるよう


にしておくと円滑な事後処理が可能です。 


 


② センシティブ情報を含む書類の発信ルールの策定 


保険金請求書、診断書、告知書などお客さまのセンシティブ情報（※）を


含む重要書類を郵送する際には、さらに慎重な対応が必要です。 


※（思想・信条、傷病、病歴、人種 、民族、社会的身分、出生地及び本籍等の


機微情報を指します。本人同意がない限り、かつ、業務遂行上必要な範囲内でし


か、取得、利用、第三者提供はできません） 


もし、誤送付などで他人の目に触れると重大な問題に発展する可能性もあ


ります。それを防止するためには普通郵便ではなく、必ず相手に手渡すこと


のできる簡易書留郵便や郵便局のレターパックなどを利用することが考えら


れます。このルールも社内規則等で定め、従業者全員が理解しておくことが


重要です。 


 


〔日本創倫株式会社 専務取締役 IC オフィサー事業部長  風間 利也〕 


＜配信：日本代協事務局＞ 
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豆知識 Vol.８を送りします。 


今回は、「個人データの外部委託時の対応」と「顧客情報管理」に関するＱ＆Ａです。 


ご参考まで。 


 


Q1 【経営管理体制（４）】 


  顧客情報（個人データ）を外部業者に委託する際に注意しなければいけないことは何


ですか？ 


 


A1  改正保険業法では、保険代理店の体制整備義務の一つとして「委託先」を含む適切


な顧客情報管理体制が求められます。また、改正個人情報保護法では、全ての保険代


理店が個人情報取扱事業者となっているため、金融庁が定める「金融分野における個


人情報保護に関するガイドライン」を遵守しなければなりません。 


 同ガイドラインは昨年７月に改定されていますが、特に注意すべき点は「委託先の


管理責任が委託元にある」点です。つまり、代理店が外部業者に個人情報を預ける際


に、その委託先が顧客情報の漏えい事故を起こした場合には、委託元である保険代理


店の管理責任が問われることになります。その委託先がさらに下請け業者に「再委託」


しており、そこで同様の事故が発生した場合にも、委託元である代理店に管理責任が


発生することがあることを認識する必要があります。 


 一言で言えば、“外部に任せきりではダメ”だということです。 


代理店が顧客情報（個人データ）を外部業者に委託するのは、例えば以下のような


ケースが考えられます。 


① 個人データを含む書類廃棄を産業廃棄物処理業者に依頼する 


② 年賀状作成のため、顧客リストを作成業者に渡す 


③ お中元、お歳暮の送付のため、顧客リストをデパート外商に渡す 


④ 顧客宛の DM 等の発送業務を外部業者に委託するため、顧客リストを業者に渡す 


⑤ 申込書類(代理店控)の保管のため、倉庫業者へ書類を依頼する 


 


保険代理店の内部監査で外部委託先のヒヤリングを行うと、“当社では外部委託はな


い”との返答が一般的ですが、上記のような具体例を尋ねると、“そういえば…”とい


う反応が返ってきます。また、募集人の多い大型代理店の場合などでは、募集人が個


≪改正保険業法対応≫ 『体制整備』の豆知識 （Vol.８/H28.4.11） 
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人的に外部委託しているケースも有りえますので、先ずは自社の実態把握を行うよう


お願いいたします。 


では、個人情報を外部業者に委託する場合には、どのような対応が必要になるので


しょうか？ ポイントは、以下の通りです。 


① 所属保険会社への事前申請： 


代理店業務に係る個人情報を外部に委託する際には、 委託先を選定(※)の上、


所属保険会社に事前申請する必要があります。（再委託も同じ） 


  なお、委託内容によっては、外部委託先が募集行為を行ってしまうおそれもあり


ますので、外部委託の可否を所属保険会社に必ず事前確認して下さい。 


  （※）委託する業務の性質や量等に応じて、「実地検査」や「相手先からの書面報


告」などにより行う 


② 外部委託先の管理：外部委託先が、上記①の際に定めた選定基準や契約内容を遵


守しているか、個人情報を適切に取り扱っているか、定期的に確認する必要があ


ります。確認方法は、上記と同様です。 


 


Q2 【顧客情報管理（４）】 


  業務遂行上、デスクトップパソコン、ノートパソコンを使用しますが、注意すること


は何ですか？  


 


A2（１）パソコンに「ID・パスワードを設定する」 


   個人情報取扱事業者（全代理店）は、顧客情報管理のために「安全管理措置(※1)」


を講じる必要があります。大量の顧客情報を保存するパソコンについては、情報漏え


い を防止するための技術的安全管理措置として、従業者が使用するパソコンに「ID、


パスワードを設定」することが必要です。 


   代理店の個人情報管理責任者（小規模代理店は店主でも可）は、全員の ID、パスワ


ードを一元管理し、パスワードについては定期的な変更を指示して下さい。これは、


従業者の急な欠勤で、パソコンが開けずに業務に支障が出ることを防止することにも


つながります。 


 


 （２）ノートパソコンは、退社時に「鍵の掛かるキャビネットに保管またはセキュリテ


ィワイヤーで固定」 


ノートパソコンは盗難リスクが有るため、上記（１）同様に「安全管理措置」が


必要となります。保管または固定を行って下さい。保険代理店を訪問すると、ノー


トパソコンを机上に置いたまま退社しているケースも散見されます。ご注意下さい。 
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（３） パソコンのデスクトップ画面に個人データを含むファイルを直接貼り付けない 


デスクトップ画面に、個人情報が入った Excel などのファイルがそのまま貼り


付けてあることが多く見受けられます。漏えいリスクが有りますので、「ショー


トカット」にして貼り付けてください。 


（４） ノートパソコンを営業で持ち出す時は「持ち出し管理簿」に記入する 


営業で外出する際にノートパソコンを持参することが多いと思いますが、紛


失・盗難リスクが伴います。「安全管理措置」として、大量の顧客情報を保存す


るノートパソコン、タブレット、USB などの電子媒体および顧客情報が記載され


た書類を社外に持ち出す場合には「持ち出し管理簿」に持ち出し先、管理状況な


どを記入して、経営者または情報管理責任者の承認を受ける必要がありますので、


ご留意ください。 


 （５）ファイル共有ソフト（ウイニーなど）をチェックする 


     パソコンでインターネットを使用する場合、本人の知らぬ間にウイニ―などの


ファイル共有ソフトがインストールされてパソコンの保存データが盗み取られる


ことがあります。検知ソフトを使用して定期的にチェックをしてください。 


 


(※1) 個人情報保護法の「安全管理措置」の条文 


第二十条（安全管理措置） 


 個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又はき損の防止その他


の個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない 


《経済産業省のガイドライン》 


個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又はき損の防止その他の


個人データの安全管理のため、「組織的」、「人的」、「物理的」及び「技術的」な安全管理措


置を講じなければならない  


 


[日本創倫株式会社 専務取締役 ICオフィサー事業部長  風間 利也] 


（配信：日本代協事務局） 
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豆知識 Vol.９を送りします。 


今回は、「代理店のホームページ公開時の点検ポイント」に関するＱ＆Ａです。 


 


Q１ 【経営管理（５）】 


 自社のホームページをインターネットで公開しています。点検するポイントは何で


すか？  


 


A１ 損害保険代理店が作成・運営・管理する代理店ホームページを自主点検する際の


「点検チェックリスト(業界共通版)」が、損保協会ホームページで公開されています。 


（基本は、生保についても同様です。） 


  →http://www.sonpo.or.jp/news/information/2016/1601_04.html 


このチェックリストには、今般の改正保険業法の施行を踏まえ、代理店の体制整備に


関する項目も織り込まれています。特に、乗合代理店で推奨販売・比較説明を行う場合


の体制整備に関し、比較表示や推奨販売に関するチェック項目が新設されています。 


 


[損害保険代理店が作成するホームページの点検チェックリスト] 


主な内容は、下記の通りです。 


1. 代理店情報について 


（1）代理店の商号・氏名の記載があるか 


（2）代理店連絡先の記載があるか（事務所所在地、電話、FAX、メールアドレス等） 


（3）取扱保険会社名の記載があるか 


（4）代理店の権限の記載があるか（損保の「代理｣と生保の「媒介」の別） 


（5）勧誘方針の記載があるか 


（6）プライバシーポリシー（個人情報保護に関する考え方および方針）の記載 


  があるか 


  ＜注意点＞ 


  兼業代理店で、保険代理業以外に本業がある場合、「個人データの安全管理措置」


についての記載がよく漏れていますので、注意が必要です。 


≪改正保険業法対応≫ 『体制整備』の豆知識 （Vol.９/H28.4.26） 
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2. 保険商品・付帯サービスの説明について 


（1）ホームページへの掲載にあたり、その内容を保険会社に確認しているか 


（2）保険会社の承認（有効）期限を超過していないか 


（3）販売を終了している商品、付帯サービス等の説明がないか 


（4）保険料・団体扱の割増引率等の記載、計算ツールなどは直近の改定を反映してい


るか 


（5）比較表示がある場合、誤解のおそれのある記載となっていないか 


（6）乗合代理店で、かつ、代理店ホームページで商品（保険会社）の推奨販売を行っ


ている場合、推奨理由を説明しているか 


 


3. 不適切な記載の有無について 


（1）次のような観点で不適切な記載はないか 


 ① 虚偽の記載 


 ② 保険会社と顧客との間で中立であると誤解を招く表示 


（例えば、「購買代理人」などの表示は不可です。） 


＜注意点＞ 


「お客さま本位で」といったスローガンまでは禁止されていませんが、販売手法


などと相まって「お客さまと所属保険会社との間で中立である」とお客さまが誤


解することのないよう、留意が必要です。また、乗合代理店において、「保険会


社間では中立の立場」という表示を行う場合も同様の注意が必要です。要すれば、


「保険会社の代理人」であることをお客さまに正しく認識していただく必要があ


ります。） 


 ③ 誤解を招く予想配当表示 


（例えば、過年度の配当実績を、あたかも将来も保証しているような表示など） 


 ④ 客観的事実に基づかない事実・数値の記載 


  （例えば、「地域お客様満足度 No１！」等の根拠のない表示など） 


 ⑤ 他社を誹謗・中傷するような記載 


 ⑥ 著しい誇大表現（優良・有利誤認）の記載 


 ⑦ 不当な乗換の誘導の記載 


  （例えば、不利益となる事実を故意に説明せず、既契約を解約させて新たな保険契


約をすすめる行為など） 


 ⑧ 圧力募集となる記載 
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4. その他 


（1） 取扱保険会社名ならびに保険商品の名称が正しく記載されているか 


また、代理店委託契約を締結していない保険会社の情報が掲載されていないか 


（2） 保険会社のロゴやキャラクターの使用については、該当保険会社のルールを遵


守しているか 


（3） 保険にかかわる個人情報を取得する場合には、情報を守るための対策を講じて


いるか 


（4） ホームページ内の保険にかかわるリンク設定において、リンク切れ・リンク先


誤り等はないか 


 (5) 比較表示がある場合、誤解のおそれのある記載とはなっていないか 


   （例えば、複数の保険会社の商品を比較表示しているが、全体を示さずに一部分


のみ比較している、特定の保険会社の商品の有利な部分のみを抜き出して記載し


ている等の表示がないか） 


＜注意点＞ 


保険業法第 300 条において、「他の保険契約の契約内容と比較した事項で誤解


させるおそれのあるものを告げ、又は表示する行為は禁止」されています。 


(6)  乗合代理店、かつ、代理店ホームページで商品（保険会社）の推奨販売を行っ


ている場合、推奨理由を説明しているか 


  ＜注意点＞ 


   複数の保険会社の保険商品を販売する乗合代理店が、お客さまに対し、取扱商品


の中から、特定の保険会社の商品を選別・推奨して販売（推奨販売）する場合、推


奨した商品をどのように選別したのか、その理由を説明しなければなりません。 


  （今般の保険業法改正で新たに導入された「比較説明・推奨販売を行う乗合代理店


に対する体制整備義務」です。） 


   また、生保と損保の代理店を兼営する場合、生損共に専属であっても、生損双方


の同種の商品（がん保険などの第三分野商品に該当するケースがある保険会社があ


る）をどのように選別したのか、その理由の説明が必要となります。（なぜ損保の


がん保険なのか、なぜ生保のがん保険なのか、など） 


 


〈日本創倫株式会社 専務取締役 IC オフィサー事業部長  風間 利也〉 


[配信：日本代協事務局] 
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体制整備の豆知識 VOL.10 をお送りします。 


今回は、情報提供義務、ならびに、その中でも重要な注意喚起情報について解説します。 


皆さんの参考になれば幸いです。 


 


Ｑ１ 【情報提供義務（1）】 


  情報提供義務とは、そもそもどういう義務ですか？ 


 


Ａ１ “情報”自体は幅広い概念ですから内容は様々ですが、法律上求められているのは、「保


険募集の際に、商品情報など、顧客が保険加入の適否を判断するのに必要な情報の提供」を


行うことになります。具体的には、以下の内容をいいます。 


① お客さまが保険商品の内容を理解するために必要な情報＝「契約概要」 


（保険金の支払い条件、保険期間、保険金額など） 


② お客さまに対して注意喚起すべき情報＝「注意喚起情報」 


  （告知義務の内容、責任開始時期、契約の失効など） 


③ その他保険契約者等に参考となる情報＝「その他参考情報」 


  （ロードサービスなどの主要な付帯サービス、保険金直接支払いサービスなど） 


 勿論、法律上の定めはあくまで最低限のレベルを示しているだけですから、プロの保険代


理店としては法律の枠内に留まっていたのでは意味がありません。より適切で丁寧な顧客対


応を行うためには、創意工夫をしながら、更に高いレベルの情報提供（例えば、リスクアプ


ローチに基づく事前情報など）が求められることに留意することが大事です。 


 


Ｑ２ 今までの取り組みと何が違うのですか？ 


 


Ａ２ 現在適用されている監督指針において、上記Ａ１の①と②については「書面による説明


と書面の交付（読むことを依頼することを含む）」 が求められており、募集現場では、これ


らをまとめた重要事項説明書などが使用されています。従って、実務的な観点では大きな変


更はないといえます。但し、次の点に留意が必要です。 


 


○ 本年 5月 29 日以降は「法律上の義務」になること 


従って、例え１件でも説明漏れや書面交付漏れがあれば法律違反となり、不祥事件扱い


となります。従来にもまして確実な履行が求められます。 


≪改正保険業法対応≫ 『体制整備』の豆知識 （Vol.10/H28.5.17） 


⑤.26） 
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○ 上記③は、今回から法律で提供を求められる新たな情報であること 


○ 従来曖昧だった電磁的交付（電子データ等）が認められることが明記されたこと 


 


 Ｑ３ 全ての契約の募集の際に情報提供義務が課されるのですか？ 


その場合、必ず重要事項説明書を使用しないといけないのですか？ 


 


Ａ３ 募集形態や契約者の特性などを踏まえ、「摘要除外契約」（団体契約の被保険者に対する


情報提供など：注１）や「一律の手法によらない情報提供」（工場の火災保険のような事業者


向けの保険など：注 2）も認められています。各保険会社のマニュアルに整理して掲載されて


いますので、必ず参照してください。 


（注１）団体契約の契約者に対する情報提供の義務がありますが、被保険者一人ひとりに対し


個別に情報提供する必要まではありません。勿論、契約者である団体窓口から各被保


険者に対して契約者と同等の適切な情報が提供されていることが前提です。（通常は、


専用募集パンフレットなどが用意されています。） 


(注２)個人向けの商品など重要事項説明書があるものはそれを使用することになります。そ


の他の場合は、企画書・提案書などを使用することで可となります。 


 


Ｑ４ 【注意喚起情報（１）】 


契約概要は商品内容ですからある程度分かるのですが、注意喚起情報の説明手順や時間


配分に悩むときがあります。具体的に何をどこまで説明すればいいですか？ 


 


Ａ４ 「注意喚起情報」はお客様に不利益となる内容ですから、十分に時間をかけて（注）説


明する必要があります。実際に募集人の方にヒヤリングすると、説明の手順や所要時間にバ


ラツキがあります。これからは代理店の体制整備の一環として、こうした「説明のスタンダ


ード（標準化）」が求められているといえます。代理店内の勉強会などでロープレを実施し、


説明の手順や所要時間を確認しておくことが有効です。（注）「十分に時間をかけて」とはい


え、要領を得ない説明だとお客さまにも却って迷惑をおかけします。本件に限らず、お客さ


まに説明を要する場合には、コンパクトに均質かつ必要な情報が提供できるよう、事前に確


認しておくことが必要です。） 


 


「注意喚起情報」の項目については監督指針に明記されていますが、その中で特に重要な「ク


ーリングオフ」と「告知義務」について、現場目線からみた解説を行いたいと思います。 


次頁を参照下さい。 
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Ｑ５ クーリングオフ制度の注意点について教えてください。  


 


Ｑ５ クーリングオフ制度とは、お客さまが保険契約を取り消しすることが出来る権利のため、


その仕組みは十分にご理解いただく必要が有ります。 


損保中心の募集人の場合、クーリングオフの経験が無い方もいるかも知れませんが、生保に


関しては近時クーリングオフの申し出が増加しています。その理由は、保険契約を希望するお


客さまの意識の変化です。来店型ショップの登場以来、お客さまが保険を選ぶ時代になってき


ており、以前では考えられないような、保険ショップを渡り歩く「はしご現象」 が見られてい


ます。 


例えば、医療保険のニーズが有り、最寄りの保険ショップを訪問して推奨された商品で契約


したけれど、別の保険ショップを訪問したところ、さらにニーズに最適な医療保険を推奨され


たため、最初に加入した医療保険をクーリングオフするケースです。 


保険ショップ以外でも、比較推奨販売を行う乗合代理店の場合は、今後クーリングオフが増


えてくるかもしれません。 


特に乗合代理店の場合に注意すべきことは、「クーリングオフの期間」です。損保の場合は


全社８日間で統一されているので問題はないのですが、生保の場合は各社で異なります。国内


大手社は、損保と同じく８日間としていますが、それ以外の生保会社では、１５日、あるいは、


長いところで３０日という会社もあります。クーリングオフ期間を間違ってお客さまに説明し


てしまい、トラブルが発生しているケースも有りますので、乗合代理店は委託保険会社の規定


の違いを整理しておく必要があります。 


また、クーリングオフが出来ないケースについても説明が必要です。保険会社が定めた期間


を過ぎた場合以外に、例えば保険会社指定の医師による診査を受けた契約（主に第一分野の商


品）、法人名義の契約などは適用対象外となります。 


なお、クーリングオフは、法律の規定で、「クーリングオフに関する事項を記載した書面を


交付された日」と「申込みをした日」とのいずれか遅い日から起算して保険会社が定めた期間


以内に、書面で行うことになっています。書面とは、ハガキ、封書、内容証明郵便、ＦＡＸ等


を言いますが、一般的にはハガキか内容証明郵便で行われています。 


 


Ｑ６ 【注意喚起情報（２）】 


 告知書記載時の注意点について教えてください。 


 


Ａ６ 生保募集を行う際の「告知」の重要性についてはご存じの通りです。しかしながら「告


知」を原因とするお客さまからの苦情は、依然として多く見られます。契約者や被保険者には、


保険会社が求める健康状態などの質問事項について、正しく回答をしていただく義務が有り、
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契約にあたっては、過去の傷病歴などを告知書または医師が口頭で告知を求める項目について、


事実をありのままに知らせていただくことになっています（注）。 


実務的には、医師の診査を必要とする場合は、お客さまの故意または勘違いで告知義務違反


が発生することは有りえますが、告知書による契約の場合には、募集人のミスリードによって


トラブルやクレームが発生することになります。 


特に損保募集を主とする募集人の場合、生保募集については損保の既契約者に対してクロス


セルを行うケースが多いと思われますが、面識の有るお客さまに告知を求める際に「“この人は


健康のはず”という先入観」により、本来説明・質問すべき項目を省いて告知書を作成しても


らったために、後日告知義務違反などによるトラブルに巻き込まれることがあります。 


また、人間関係が出来ていることから口頭告知のリスクも有ります。あるいは、本来、傷病


歴は告知書に記載すべき内容ですが、それを中途半端な知識で「告知不要」と判断してしまい、


後日お客さまから契約時に話したはずだと言われてトラブルになるケースもあります。 


 こうした告知書に関するトラブルを回避するためには、告知書の表紙（保険会社によっては


別紙）に記載されている告知書記載要領を順番に漏れなく説明するという基本行動を徹底する


ことになります。 


告知についての説明は、「注意喚起情報」の中でも極めて重要な項目となります。告知書記載


時には、十分に時間を掛けて、お客さまの理解度を確かめながら、慎重に行うよう心掛けてく


ださい。 


    


（注）従来、告知義務は、被保険者等に関する重要な事実を契約者・被保険者が自発的に伝え


る義務でしたが、2010年４月施行の改正保険法（※）で、告知事項については、保険会


社からの質問に対して契約者・被保険者が回答する義務と改定され、契約者が不測の不


利益を被らないようになっています。（告知を申込書等で行う実務は従来と同様） 


（※）改正保険法第４条「保険契約者又は被保険者になる者は、損害保険契約の締結に際


し、損害保険契約によりてん補することとされる損害の発生の可能性に関する重要な事項


のうち保険者になる者が告知を求めたものについて、事実の告知をしなければならない。 


と定めています。 


 


 


＜日本創倫株式会社 専務取締役 IC オフィサー事業部長  風間 利也＞ 


[配信：日本代協事務局] 
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いよいよ 5月 29 日から改正保険業法が施行となりました。これから保険代理


店は、新たに適用される規律のもとで、「顧客保護」の実現に向けて体制（態勢）


を整え、常に改善をしながら対応レベルを引き上げていかなければなりません。 


代協会員の皆さまにおかれましては、準備に抜かりのないことと拝察いたし


ますが、施行にあたり、これまで「体制整備豆知識(1～10 号)」でお伝えしてき


た内容の中からいくつかご注意いただきたい点を取り出してお知らせしたいと


思います。会員の皆さんの参考になれば幸いです。 


 


１．経営管理（ガバナンス）体制 


①社内規程の整備 


 「体制整備」のスタートは社内規程を策定することです（PDCA の「P：プラン」）。


主に、①自社で新たに策定する（現実には相当のロードがかかりますが）、②保


険会社が作成した雛形をベースに策定する、③日本代協で作成した雛形をベー


スに策定するなど、幾つかの選択肢がありますが、この段階まではほとんどの


会員の皆さんは何らかの準備されているのではないかと思います。 


改正業法が施行された現時点では、こうして策定して社内に開示した規程等


が定着し、実効性が上がっていることを確認することが重要です。PDCA の「C：


チェック」に当たります。「鉄は熱いうちに打て」ではないですが、施行後の早


い段階で経営者自ら募集人にヒヤリングしたり、作成した帳票等の現物をチェ


ックするなどして、実効性が確保されているか一度確認してみることをおすす


めします。まだ不十分と思われたら原因を調べ、改善（PDCA の「A：アクション」）


を行って下さい。 


 


②社内の役割分担 


 一定規模以上の代理店の場合には、経営管理の一環として社内における責任


体制を分担、明確にする必要があります。これも「P：プラン」に当たります。


比較的小規模（従業者 10 名以下程度を想定）で経営者が全てを掌握し、保険会


社や監督当局等による外部監査時のヒヤリングを全て受け答え出来るのであれ


ば、経営者自身に管理者としての権限、職務を集中してもよいかもしれません。 


それは無理だという場合には、「業務管理責任者」「教育責任者」「コンプライ


アンス統括責任者」「情報管理責任者」「点検責任者」などの管理責任者を任命


≪改正保険業法対応≫ 『体制整備』の豆知識 （Vol.11/H28.5.31）
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し、組織としての管理責任体制を明確にする必要があります。（兼務も可能） 


なお、「コンプライアンス統括責任者」が営業推進の責任者を兼務すると管理


の実効性に欠けるおそれがありますので、注意して下さい。 


 


２．顧客情報管理体制 


①個人データ管理台帳 


社内の個人データを把握するために「個人データ管理台帳」を備え付けてい


ると思いますが、記載されている項目と現物の突き合せ、記載内容のメンテナ


ンスを行いましょう。記載されている項目に対応する現物が見つからない、あ


るいは記載すべき項目の記載漏れが見つかるかもしれません。 


特に、記載項目に対応する現物が見つからない場合は、「紛失」の恐れがあり


ますので、早期に所定の対応を取ることが必要となります。 


顧客情報管理は保険業法で定められた「体制整備義務」とともに個人情報保


護法による「安全管理措置」で厳格な管理体制が求められていますので、特に


重要な対応が求められます。 


なお、最近「個人データ管理台帳には全ての個人データを記載する必要があ


るのか」という質問を多くいただきます。個人のデータは、まるで生き物のよ


うに毎日出たり入ったりを繰り返しますので、社内ルールには「一定期間以上


の保管を必要とする個人データを記載する」旨定めればよいと考えます。例え


ば、「１ヶ月を超えて保管するデータは記載する」というルールにすれば事務負


担も軽くなります。そのためには個人データの取得日が重要となりますので、


受付印の押印、あるいは手書きで取得日を漏れなく残し、証跡を取る必要があ


ります。 


②募集人が業務で使用する手帳 


これについては、内容をチェックするルールは作りましたか？生保募集の場


合にはお客さまの氏名、生年月日などの個人情報、場合によっては既往症など


のセンシティブ情報を聞き取り、手帳に記載している募集人の方も多いと思い


ます。募集業務に必要な範囲内において、お客さまの同意のうえで情報を入手


することは個人情報保護法において認められますが、契約成立後あるいはキャ


ンセル後には速やかに当該情報を消去、廃棄しなければならないことに注意が


必要です。半年も前の日付欄に個人情報などが残っていると管理不徹底となり


ます。「業務用手帳管理ルール（ガイドライン）」を策定し、不要な個人情報の


消去漏れが発生しないよう定期的にチェックを行って下さい。 
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３．募集人の教育・管理・指導体制 


 体制整備で重要な項目の一つは「募集人の教育・管理・指導体制」です。 


特に教育については、管理者となる「教育責任者」（小規模代理店では店主で


も可）の役割・責任が重くなります。研修や教育自体は保険会社が提供する機


会を利用することで構いませんが、代理店として主体的に取り組むことが必要


です。計画的な教育スケジュールの策定、研修の立案・実施、理解・定着度の


検証等々、PDCA サイクルを回して実効性を把握しなければなりません。 


先ずは、「研修記録簿」を作成して証跡を残し、従業者全員の受講管理を始め


ることがスタートです。日付、受講者（欠席者の確認）、研修項目、講師などの


項目が必要です。ここで重要となるのは研修対象者と欠席者対応です。研修項


目は多岐に亘ると思いますが、大別すると「営業系」と「コンプライアンス系」


に分かれると思います。「営業系」は募集人が対象となりますが、「コンプライ


アンス系」はアルバイト、パートの方などを含む従業者全員が対象となります。


アルバイト、パートの方も店頭、または電話でお客さま対応を行っていますの


で、特に「顧客情報管理」や「お客さまの声（苦情など）管理」については、


自社ルールを確認、理解して適正に対応する必要があります。また、「コンプラ


イアンス系」については、欠席者に対し、いつ、どこで、誰が補講したかを記


録しておくことも必要です。 


 


会員の皆さんは、これまで改正保険業法で定められた「保険代理店の体制整


備」について、時間やコストを掛けて準備をされてきたと思いますが、ここは


「ゴール」ではなくあくまでも「スタート」地点です。 


現時点での「自社の立ち位置」、つまり、他の同規模の代理店と比較して標準


的な対応レベルは確保できているのか、それとも他に遅れをとっているのか検


証（「C：チェック」）し、遅れがあれば改善（「A：アクション」）し、常に業務


レベルを引き上げていくことが重要です。より高いレベルを目指して不断の取


り組みを行うことで代理店としての業務品質は、徐々に引き上がっていきます。


是非、業法改正によってもたらされる変化を前向きに受け止め、自社の改革や


発展に活かして欲しいと思います。   


  


＜日本創倫株式会社 専務取締役 IC オフィサー事業部長  風間 利也＞ 


[配信：日本代協事務局] 
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